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海車線産をみると、アメリカでは、景気は後退をみせており、消費者物価上昇率はこのところや
や高まりをみせている。西欧では、内需は依然弱いものの、総じて景気は下げ止まってきたとみら
れる。T一方、雇用情勢は悪化を続けており、物価も総じて高水準を続けている。国際通貨市場で
は、下落を続けてきたドルは10月半ば以降やや上昇したが、金利低下等を背景に再び下落して
いる。欧州通貨は、欧州通貨制度（EMS）内での平価調整等により、域内各国通貨の関係は比較
的落ち着いた動きを示し、対ドル相場も一時弱含んだのち、月末に上昇した。8月央以降大幅に下
落した国際商品市況は9月末以降農産物等の反発から下げ止まった。石油情勢をみると、10月末
OPEC臨時総会が開かれ、基準原油価格（アラビアンライト）の引き上げ等を内容とする統一価格
体系が決定された。

我が国経済をみると、景気は総じてみれば緩やかに改善してきている。輸出が増加を続けてい
るほか、大企業の設備投資は引き続き堅調であり、個人消費も一進一退ながら、基調的には回
復の方向にある。もっとも、中小企業の設備投資は停滞気味であり、住宅建設もなお低水準で推
移している。また、生産、出荷の増加は引き続き緩やかであるもこうした中で、景気動向にはなお
政行性がみられる。物価面では、卸売物価は引き続き安定した動きを続けており、消費者物価も
落ち着いた動きとなっている。また、商品市況は底固い動きを示している。国際収支面では、経常

収支の黒字幅が拡大し、長期資本収支は小幅の流入超過となった。

も　以上のような経済情勢にかんがみ、政府は物価の安定を確保しつつ景気の維持・拡大を図るた
め、先に決定した当面の経済運営の基本方向に沿い着実な政策運営に努めることとする。

1海外経済：アメリカ景気は後退

アメリカ経済では、景気は後退をみせている。実質国民総生産は、前期比年率で4－6月期に
1．6％減のあと、7～9月期も0．6％滅（速報）と、2期連続の減少となった。これは、民間住宅投資の
不振や輸出の減少によるところが大きい。住宅着工件数は、前月比で8月10．8％減のあと、9月も
1．7％滅となった。

個人消費は、7月1．5増、8月2．0％増と増加してきたが、9月には4月以来5ヵ月ぶりに0．1％減となっ
た。これは、このところ一時的に増加していた自動車販売の急減によるところが大きい。

鉱工業生産は、8月の前月比0．3％減に引き続き、9月も0．8％減となった。こうした中で、失業率も、
9月7．5％から、10月は8．0％へと更に悪化した。物価面の動向をみると、完成財卸売物価は、前月
比で8月0．35％の上昇のあと、9月も0．2％の上昇（前年同月比7．8％の上昇）にとどまり、安定化傾
向を示している。しかし、消費者物価は、住宅ローン金利や食料等の上昇から、前月比で8月
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0．8％の上昇、9月1．2％の上昇（前年同月比11．0％の上昇）と、このところ上昇率にやや高まりがみ
られる。貿易収支の赤字幅は、8月の5乱1億ドルから9月には25．8億ドルへと縮小した。金融面で

は、マネーサプライ（M－B）は3か月前比年率で、8月1・2％増、9月2・9％増と、低い伸びが続いてい

る。こうした中で、市中金印ま、なお高水準な力鴫も、やや低下し、連邦準備制度理事会は、11月
2日から公定歩合の引き下げを実施した。

西欧経濱をみると、内需は弱いものの、総じて景気は下げ止まってきたとみられる。しかし、雇用
情勢は引き続き悪化しており、．物価も総じて高水準を続けている。フランスでは、生産、消費は底
を打ったとみられる。しかし、こうした中で、物価は高騰が続いている。イギリスでも、消費は減少
を続けているものの、生産は下げ止まってきたとみられる。しかし、消費者物価の騰勢鈍化傾向に
やや足踏みがみられ、失業者数もさらに増加を続けている。西ドイツでは、外需が堅調を保っ一
万、内需の基調は弱く、失業率の上昇が続いている。物価は、依然として高い上昇率を示してい
る。イタリアでは、生産は大幅に減少しY物価はなお高水準を続けている。

10月の国際通貨市場をみると、下落を続けていたドルは、月半ば以降やや上昇したが、金利低
下等を背景に、再び下落している。欧州通貨は、欧州通貨制度（EMS）内での平価調整等により、

域内各国通貨の関係は比較的落ち茜いた動きを示し、対ドル相場も一時弱含んだのち、月末に
上昇した。

国際商品市況をみると、8月半ば以降、米国の農産物の豊作予想や米国の高金利などから急
落したが、9月未以降、一部諸国の買付け増を背景とした穀物等の反発から下げ止まり、10月の
ロイター商品相場指数（SDR建て）は、前月比0．4％の上昇と、ほぼ横ばいで推移した（ポンド建てで
は前月比0．2％の下落）。

10月の石油情勢をみると、10月29日、OPEC臨時総会が開かれ、基準原油価格（アラビアンライ
ト）を2ドル／バーレル引き上げ、34ドル／バーレルとするごと等を内容とする統一価格体系が決定さ

れた。また、サウジアラビアは11月から生産の上限を日量850万バーレルへと引き下げる旨発表
した。

2　国際収支：経常収支の黒字続く

盤畠は、増加を続けている。通関輸出（数量ベース）は、前月比（季節調整値）で、8月3．0％減のあ
と、9月は0．9％増（前年同月比14．1％増）となった。これを四半期でみると、前期比で4～6月期6．2％
増、7～9月期3．4％増となっている。最近の動きを品目別にみると、船舶、テープレコーダーが高い
伸びを続けているほか、一般機械、繊維・同製品も増加している。一方、自動車はアメリカ・EC向
けを中心に、カラーテレビはEC向けを中心に、このところ減少している。

盤Aは．、一部品目に下げ止まりの動きがみられるものの、総じて減少気味に推移している。通
関輸入（数量ベース）は、前月比（季節調整値）で8月10．3％減のあと、9月は0．8％増（前年同月比
0．2％滅）となった。これを四半期でみると、前期比で4～6月期3．3％減、7～9月期0．9％減となって
いる。最近の動きを品目別にみると、繊維原料等には下げ止まりの動きがみられるものの、原粗
坤は引き続き減少気味に推移している。また、月は製品類が増加し、木材が減少した。

なお、9月の輸出入を円ベースでみると、輸出は前月比0．5％減（前年同月比18．8％増）、輸入は、
3．4％滅（5．7％増）また、ドルベースでみると、輸出は1．8％増（12．8％増）、輸入は、1．6％増（0．6％
増）となっている。

9月の国際収支をみると・貿易収支の黒字幅が拡大したため、経常収支（季節調整値）は、3，11苧
億円（1，355百万ドル）と、53年6月以来の大幅黒字となった。一方、長期資本収支は、外国資本の
流入幅が拡大したものの、本邦資本が延払信用の供与や証券投資の増加により、流出幅を拡大
したため、59億円（26百万ドル）と小幅の流入超過となった。また、短期資本収支等は、1，362億円
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（593百万ドル）の流出超過となった。以上の結果、総合収支（季節調整値）は、1，810億円（788百万ド
ル）の黒字となった。

ヽ

外国為替市場にわける10月の巴祖場（対米ドル、インターバンク翌日渡し中心相場）は、月初の
235．40円から中旬にかけてやや上昇したものの、月末にかけて、米国金利の下げ渋りや中東・ポ
ーランド情勢の不安定化懸念を背景に反落し、233．80円で越月した。

10月の外貨準備高は、月中468百万ドル増加し、月末には28，448百万ドルとなった。

3　国内需給：生産、出荷の増加は引き続き緩やか

鉱工業生産は、前月比で8月2．6％減のあと、9月は前月減少の反動もあり、2．4％増となった。7

－9月期では前期比1・2％増となり、緩やかな増加基調が続7いている。9月の動きを業種別にみる
と、輸送機械（乗用車、軽りト型トラックなど）がモデル・チェ＆quot；シジ効果などから増加したほか、
電気機械（半導体集積回路、トランジスタなど）も需要堅調を背景に前月に引き続き増加した。ま
た、窯業・土石、化学、非鉄金属なども増加を示した。一方、一般機械（機械ブレス、電動工異なと
は勇月に引き続き減少となった。

なお、製造工業生産予測指数は、前月比で10月0．4％減、11月0．4％増となっている。

拡事業出荷は、前月比で8月2．4％減のあと、9月は1．9％増となり、7～9月割では前期比1T．i％増
となった。9月の動きを財別にみると、生産財（ポリスチレン、特殊鋼熟間鋼管など）、資本財（トラッ
ク、静電式複写権（直接式）など）、建設財（亜鉛めっき鋼板、板ガラスなど）が増加した一方、非耐久
消費財、耐久消費財は減少した。

鉱工業生産者製品在庫は、前月比で8月2．2％減のあと、9月は0．2％増となった。業種別にみる
と、輸送機械（軽・小型トラック・艇乗用車など）をはじめ、石油・石炭、非鉄金属などが増加した。一
方、紙・パルプ、一般機械、化学が前月に引き緯き減少したほか、金属製晶なども減少した。以上

の結果、鉱工業生産者製品車庫率指数は87・9と前月を6・0ポイント下回った。

設備投資は、大企業では堅調を続けているものの、中小企業では停滞気味であり、全体として
は伸びがやや緩やかとなっている。当庁「法人企業投資動向調査」（56年9月調査）によると、全
産業の56年度設備投資は、前年度比7．0％増（3月調査3．0％増）となっている。これを半期別にみ
ると、前年同期比で、56年度上期11．1％増（季節調整済前期比0．5％減）、下期3．5％増（同96％増）
となっている。なお、資本金10憶円以上の企業では、56年度は前年度比12．4％増（3月調査7．7％
増）となっている。もっとも、商工組合中央金庫の「中小企業経営調査」（9月調査）によると、中小
企業の設備投資は前年同期比でみると製造業では7～9月期0．1％減（前回調査予測9．2％減）のあ
と、10～12月期の予測は6．6％減となっている。また、商業では7～9月期21．9％減（前回調査予測
25．5％減）のあと、10～12月期の予測は24．2％減となっている。

先行指標の動きをみると、桟械受注（船舶、電力を除く民需）は前月比で7月3．2％増、8月2．9％増
のあと、9月は8．4％増（前年同月比6．7％増）と6か月連続の増加となった。当庁「機械受注見通し調
査」（船舶を除く民需）によれば前期比で7～9月期6．3％減のあと、10ん12月期には15．9％増が見
込豊れている。民間からの建設工事受注額（43社）も、前月比で8月3．3％増のあと、9月は25．8％増
（前年同月比23．1朋増）となっている。

現金給与総額は、前年同月比で8月は特別給与の減少から3．5％増にとどまったあと、9月は
5．8％増（うち定期給与5．9％増）となり、実質賃金は前年同月比で8月0．5％減のあと、9月は18．9％
増となった。この結果、実質賃金は前年同期比で4～6月期1．5％増、7～9月期1．2％増と増加して
いる。
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個人消費は、一進一退ながら基調的には回復の方向にある。

実質消費支出（家計調査、全世帯）を前年同月比でみると、7月1．4％減のあと、寧月も1．3％滅とな
ったム8月の動きを世帯別にみると、勤労者世帯では0．4％増、一般世帯では4，7％滅となった。一
方、農家世帯（農家経済調査）の実質現金消費支出は、前年同月比で7月4．5％増のあと、8月は
4．6％増となった。4～8月平均でみると、前年同期比で一般世帯4．3％減、勤労者世帯1．5％増、農
家世帯3．7％増となっている。

その後の消費動向を小売売上げ面からみると、全国百貨店販売額は、前年同月比で8月6．6％
増のあと、9月は7．7％増となった。これを四半期別にみると、前年同期比で、4～6月期6．9％増、7
～9月期7．4％増となっている。また、チェーンストア販売高（店舗調整後）は前年同月比で8月4．4％
増のあと、9月は6．1％増となった。．

乗用車（軽を含む）の新車新規登録・届出台数は、前年同月比で9月に10．4％増と5か月ぶりに前
年水準を上回ったあと、10月も10．1％増となった。

住宅建設は、なお低水準で推移している。新設住宅着工戸数でみると、総戸数は前月比で8月
6．3％増のあと、9月は9万5千戸（季節調整値）で8．8％増（前年同月比5．6％滅）となった。

これを資金別にみるとこ前月比で民間資金住宅が3．1％増（前年同月比4．9％滅）、公的資金住宅
が15．7％増（前年同月比6．5　％減）となっている。

公共事業について公莱工事請負金額をみると、前年同月比で9月2．3％減のあと、10月は5．5％
増となった。公共事業関係費支払額は前年同月比で9月4．7％減のあと、10月は2．7％滅となった。
なお、国の9月未公共事業等の契約率は70．5％と上期契約目標率を達成した。

雇用情勢をみると、労働力需給はなお緩和の状態にあり、改善の動きに足踏みがみられる。9
月の有効求人倍率は、有効求人が減少した一方、有効求職者が増加したため、0．67倍と前月の
水準（0．69倍）を下回った。一方、常用雇用（調査産業計）は前月比で8月、9月と2か月連続横ばい
となった（9月の前年同月比0．6％増）。所定外労働時間（製造業）は前月比で8月1．0％増のあと、‘9
月は1．1％増となった。

9月の完全失業者数は120万人で、完全失業率（季節調整値）は2．21％と前月より0．17ポイント上1
昇した。

企業倒産の状堰を銀行取引停止処分者件数でみると、9月は1，297件で前年同月比11・9％滅と
なった。

4　物　価：物価は安定基調
ヽ

卸売物価は、9月に前月比保合いとなったあと、10月は前句比で上旬、中旬とも0．1％の下落（中
旬の前年同月比1．7％の上昇）となり、引き続き安定した動きを示している。これは、電力の夏季割
増料金から通常料金べの移行を主因に国内品が下落したほか、輸出入晶も円相場の落ち着きか
ら安定した動きを示し七いるためである。

10月の商品市況は、底固い動きを示している。品目別にみると、塩ビ樹脂、上質紙、綿糸が減産
などから上昇したほか、天然ゴム、大豆も反発した。一方、棒鋼、鉛地金は需要不振、海外相場
安から下落となったが、月後半には下げ止まっている。

消費者物価は、落ち着いた動きを示している。9月の全国指数は、季節要因もあって前月比で
1．6％の上昇となった。前年同月比でみると、8月4．1％の上昇のあと9月は3．9％と、54年9　月以来
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2年ぶりに3％台の上昇となった。10月の動きを東京都区部速報でみると、前月比0．4％の上昇とな
った。これは生鮮野菜が秋野菜の供給増により下落となったものの、衣料、シャツ・下着が夏物か
ら秋冬物への切り替わりにより、また生鮮果物が出回り晶の季節的切り替わりによりそれぞれ上
昇したためである。しかし前年同月比上昇率はろ．9％とろ％台が続いている。なお、生鮮食品を除
く総合（季節調整値）では、夏物衣料品の値下がりが大きかったことの反動などもあって、前月比
0．7％の上昇となった。

5　財政金融：日銀券は緩やかに増加

旦堕畳の月中平均発行残高は、前年同月比で9月5．4％増のあと、10月は5．8％増となった。

10月の財政資金対民間収支をみると、前年同月小幅の散超（14億円の散超）であった収支尻は
本年は2．773億円の揚超となた。これは、昨年散超であった外為会計が小幅の揚超になったこと、

租税収入が増加したことなどによる。

も，。月の短期金融市場をみると、コ＿ル．レ＿山無条件物）は前月末の7．，250％から、月初は法人
税の揚げ等により上昇したものの、その後は資金余剰傾向から惚下を続け、下旬には小戻して
7．0000％で越月した。一方、手形レート（2か月物）は、月初の7．2500％から月中ほぼ横ばいで推
移し、7．2500～7．3750％で越月した。

現先市場（条件付売買市場）は、事業法人や公共法人の買いが増加したことに加え、都地銀から
の売りがポジション好転などを背景に少なかったため、レートは期近物を中心に月中ほぼ一貫し
て低下した。

企莱合祀の動向をみると、設備資金需要は大企業では引き続き底固く、一部の中小企業でもや
や動意がみられる。ただし、大企業では起債、増資などにより調渾するところもあり、資金繰りは
総じてみれば落ち着いた動きとなっている。

子車「サプライ（M2十CD、現金通貨十預金通貨＋定期性預金十譲渡性預金）の月中平均残高を前

年同月比でみると8月9．6％増のあと、9月は10．1％増となった。

b諾翠閤馨等昌等浩志票詣豊監備品譜就農許
し、月末には8．767％となった。

10月の公社債市場をみると、月前半は新型国債投資信託の設定や米国金利の低下などを反映
して低クーポン債を中心に相場は持ち直したが、後半は低クーポン債の買い一巡や米国金利の
下げ渋りから若干弱含んだ。

10月の株式革場をみると、上旬は米国金利の低下やニーヨーク市場の反騰などから持ち直した
が、中旬には信用買残の高水準持続やニーヨーク市場安から反落した。その後は底値感の台頭
からやや戻し、月末の東証株価指数（43年1月4日＝100）は552．62（前月末550．27）となづた。

発行年リネト全　発行年月日リストへ
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L財政金融±公社債市況は急速に回復

も海外橙車をみると、アメリカでは、景気はさらに後退し、失業率も高まりをみせている。西欧では、総じて、内需は弱いものの景気は下げ止まってきたとみられるが、雇用情勢は、悪化を続けて
おり、物価も全体としてかなり．の騰勢を示している。国際通貨市場では、ドルが米国金利の急速な
低下等を背景に軟化する一方、欧州通貨は総じて落ち着いた動きとなっている。9月未に農産物
の反発等から下げ止まった国際商品市況は、その後ほぼ横ばいで推移している。石油情勢をみ
ると、OPEC加盟国の原油生産は減少を続けているものの、減少幅は縮小してきている。

我が国経済をみると、景気は総じてみれば回復過程にあるもののそのテンポは緩やかである。
輸出が増加を続けているほか、大企業の設備投資は堅調であり、在庫投資の減少傾向もほぼ終
ったものとみられる。こうしたなかで、生産、出荷はこのところ増加を示している。企業の業況判断
も、引き続き慎重ながらやや改善の方向にある。一方個人消費は基調的には回復の方向にある
ものの、一進一退の動きを示し、中小企業の設備投資は投資計画に上方修正の動きがみられる
もののなお停滞気味であり・、住宅建設も低水準で推移している。このように、全体としての内需の
回復テンポは鈍く、景気動向にはなお政行性がみられる。物価面では、卸売物価は引き続き安定
した動きを続けており、消費者物価も落ち着いた動きとなっている。一方、商品市況は、海外相場
安や円高から下落している。国際収支面では、経常収支の黒字幅が拡大したが、長期資本収支
は大幅な流出超過となった。円相場は、米国金利の低下を反映して上昇した。

も・以上のような経済情勢にかんがみ、政府は物価の安定を確保しつつ景気の維持．拡大を図るた
め、先に決定した当面の経済運営の基本方向に沿い機動的な政策運営に努めることとする。

1海外経済；アメリカ景気はさらに後退

アメリカ経済では景気はさらに後退し、失業率も高まりをみせている。実質国民総生産は、前期
比年率で4～6月期に1．6％減のあと、7～9月期は0．6％増（第一次改定）となった。しかしながら、鉱
工業生産は、前月比で3月0．2％滅、9月1．2％減に引き続き、10月も1．5％減と3か月連続の減少と
なった。住宅着工件数も、前月比で9月2．2％減のあと、10月も6．8％減となり、その水準は年率85．7
万戸と1766年10月以来の低い水準となった。個人消費（名目）も、前月比で9月横ばいのあと、10
月は0．2％減となうた。こうしたなかで、失業率も10月8．0％から11月は8．4％へとさらに悪化した。
物価面の動向をみると、消費者物価は前月比で9月1．2％の上昇となったが、10月は食料・住居費
の上昇鈍化、エネルギー価格の低下等から0．4％の上昇（前年同月比10．2％の上昇）にとどまっ
た。また、完成財卸売物価，前月比で10月は82年新型車価格上昇の影響により0．6％上昇（前年同
月比7．3％の上昇）となった後，11月間0．5％の上昇（同7．1％の上昇）となった。貿易収支の赤字幅

はβ月の25・8億ドルから、10月は52・7億ドルに拡大した0金融面では、マネーサプライ（MIB）は3か

月前比年率で、9月2．7％増、10月2．8％増と低い伸びが続いている。こうしたなかで、市中金利は
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急速な低下をみせ、連邦準備制度理事会は、11月17日に高率適用金利を廃止し、12月4日には、
11月2日に続き、公定歩合を1％引き下げ1．2％とした。

西欧経済をみると、総じて、内需は弱いものゐ景気は下げ止まってきたとみられる。しかし、雇用

情勢は引き続き悪化しており、物価も全体としてかなりの騰勢が続いている。フランスでは、消費
の回復等から景気は緩やかながらも回復に転じているとみられる。しかし、こうしたなかで、物価
は騰勢を強めている。イギリスでは、7γ9月期の実質国内総生産が前期比で7四半期ぶりに増加
し‘鉱工業生産も増加するなど、景気はほぼ下げ止まったとみられる。しかし、消費者物価はこの
ところやや騰勢が強まっており、失業者数も新規学卒を除けばさらに増加を続けている。西ドイツ

では、外需は比較的堅調であるものの、穀備投資を中心に内需の基調は弱く、生産も横ばい状態
にあるなど、景気は停滞している。こうしたなかで、西独連銀は12月4日に特別ロンバート・レート
を11％から10．5％へ引き下げた。イタリアでは、7～9月期の実質国内総生産が4～6月期に続き前

期で減少するなど景気は後退している。また、物価も高水準で騰勢を続けている。

11月の国際通麗市場をみると、ドルが米国金利の急速な低下等を背景に軟化する一方、欧州
通貨は総じて落ち着いた動きとなり、対ドル相場もやや上昇した。

国際商品市況をみると、9月末に下げ止まったのち、小麦等は上昇したものの、とうもろこし、鋼、
鉛等が低下し、ほぼ横ばいで推移している。ロイター商品相場指数（SDR換算）は、10月の前月比　）
0．4％上昇のあと、11月は同0．1％の下落となった（ポンド建てでは、前月比2．2％の下落）。

石油情勢をみると、OPEC加盟国の原油生産は減少を続けているものの、その幅は縮小してい
る。しかし、スポット市場はやや弱含みで推移している。

2　国際収支：円相場は上昇

娩出は、増加を続けている。通関埴出（数量ベース）は、前月比（季節調整値）で、9月0．9％増のあ
と、10月は0．1％増（前年同月比10．3％増）となった。船舶を除いて試算すると、10月は前月比8．1％
の増加になっている（前年同月比15．6％増）。最近の動きを品目別にみると、テープレコーダー、一
般機械、繊維・同製品が引き続き増加している。一方、自動車はアメリカ・EC向けの乗用車を中心
に減少している。また、10月は化学製品、鉄鋼が増加し、船舶が減少した。

盤基は、低水準ながら一部品目に下げ止まりの動きがみられる。通関輸入（数量ベース）は、前　＼
月比（季節調整値）で9月0．8％増のあと、10月は4．5％増（前年同月比5．6％減）となった。最近の動き）
を品目別にみると、原粗油、木材が減少気味に推移しているものの、繊維原料等には下げ止まり
の動きがみられる。また、10月は製品類が増加し、食料品が減少した。

なお、10月の輸出入を円ベースでみると、輸出は前月比6．2％増（前年同月比23．7％増）、輸入
は、3．6％増（1．6％増）また、ドルベースでみると、輸出は6．7％増（15．6％増）、輸入は4．0％増（6．8％
滅）となっている。

10月の国際収支をみると、貿易収支の黒字幅が拡大したためも経常収支（季節調整値）は、3，475
億円（1．502百万ドル）と、黒字幅を拡大した。一方、長期資本収支は、本邦資本の流出超過幅が縮
小したもの、外国資本が現先の期日落ちを主因に大幅な流出超過となったことから5，862億円

（2．534百万ドル）の流出超過となった。また、短期資本収支等は、1，607億円（675冒万ドル）の流出
超過となった。以上の結果、総合収支（季節調整値）は、3，994億円（1，727百万ドル）の赤字となっ
た。

外国為替市場にわける11月の巴迫堤（対米ドル、インターバンク翌日渡し中心相場）は、月初は
230．60円であったが米国金利の急速な低下等を反映して、中旬以降急上昇し、214．30円で越月し
た。
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11月の外貨準僅高は、月中331百万ドル増加し、月末には28，779百万ドルとなった。
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3　回内需給：鈍い内需の回復

実質国民総支出（昭和50年基準、速報）をみると、前期比で4～6月期1．2％増のあと、7～9月期
は0．6％増となった。これは、経常海外余剰が増加し、これまで減少傾向を続けてきた民間在庫投
・資が6四半期ぶりに増加したものの、民間住宅投資が減少し、民間企業設備投資は足踏み状態
を続け、民間最終消費支出も緩やかな上昇にとどまったためである。

鉱工業生産は、9月は前月の反動もあって前月比で3．8％増となったあと、10月も1．7％増となっ
た。10月の動きを業種別にみると、電気機械（VTR、カラーテレビなど）が需要堅調から前月に引き
続き増加したほか、一般機械（化学機械、クレーンなど）、化学、繊維、鉄鋼なども増加となった。一

方、窯業・土石（板ガラス、セメントなど）が減少したほか、精密稜械、輸送機械なども減少と寧っ
た。

も　なお、製造工業生産予測指数は、酌月比で日加．1％増、12月0．5％減となっている。

鉱工業出荷は、前月比で9月2．9％増のあと、10月は1．0％増となった。これを財別にみると、耐久
消費財（VTR、小型石油ストーブなど）、生産財（特殊鋼熱間圧延鋼材、エチレングリコールなど）が
増加したほか、非耐久消費財も増加となった。一方、建設財（亜鉛メッキ鋼板、セメントなど）、資本
財（トラック、機械プレスなど）は減少した。

鉱工業生産者製品在庫は、前月比で9月0．2％増のあと、10月は0．5％減となった。業種別にみる
と、輸送機械（軽・＿普通乗用車、小型トラックなど）をはじめ、一般機械、化学、石油・石炭などが減
少した。一方、電気機械、精密機械、金属製晶などは増加となった。

以上の結果、鉱工業生産者製品在庫率指数は85．1と前月を2．1ポイント下回った。

も

設僅投資は、年小企業では停滞気味であるものの、大企業では引き続き堅調をつづけている。
日本銀行「企業短期経済観測」（56年11月調査）によると、全産業（主要企業）の56年度の設備投資
計画は前年度比11．4％増（8月調査比0．5％の上方修正）が見込まれている。なお、中堅・中小企業
の設備投資の動向を同調査（全国企業、製造業）でみると、中堅企業の56年度の計画は前年度比
1．2％増（8月調査比2．5％の上方修正）、中小企業は4．3％滅（同14．2％の上方修正）が見込まれてい
る。

先行指標の動きをみると、機械受注（船舶、電力を除く民需）は前月比で9月8．4％増のあと、10月
は1．2％減（前年同月比1．3％減）となった。一方、民間からの建設工事受注後（43社）は、前月比で9
月30．7％増のあと〔10月は14．0％減（前年同月比5．1％増）となった。

現金給与総額は、前年同月比で9月5．8％増のあと、10月は特別給与が特殊要因もあって減少し
たことから4．7％増（うち定期給与は6．1％増）となり、実質賃金は前年同月上1で9月1．9％増のあと、
10月は0．7％増となった。

個人消夏は、基調的には回復の方向にあるものの、一進一退の動きを示している。

実質消費支出（家計調査、全世帯）を前年同月比でみると、8月1．3％減のあと、9月は0．3％減とな
った。9月の動きを世帯別にみると、勤労者世帯では1．7％増、一般世帯では4．2％滅となった。ま
た、農家世帯（農家経済調査）の実質現金消費支出は、前年同月比で8月4．6％増のあと、9月は
2．4％増となった。この結果、7～9月期の前年同期比は、一般世帯5．8％滅、勤労者世帯0．5％増、
農家世帯4．0％増となっている。
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その後の消費動向を小売売上げ面からみると、全国百貨店販売額は、前年同月比で9月7．7％
増のあと、10月は5．7％増となった。また、チェーンストア販売高（店舗調整後）は9月6．1％増のあ
と、10月は4．5％増となった。

ヽ

ヽ

乗用車（軽を含む）の新車新規登録・届出台数は、前年同月比で10月10二1％増のあと、11月も
11．3％増と5か月連続の大幅増加となった。

堕宅姪投は、低水準で推移している。新設住宅着工戸数でみると、珍戸数は前月比で9月8．9％
増のあと、10月は9万1千戸（季節調整値）で4．6％滅（前年同月比6．5％減）となった。これを資金別に

みると、前月比で民間資金住宅が3．2％減（前年同月比6．5％滅）、公的資金住宅が8．革％減（前年同
月比6．5％滅）となっている。

公共事業について公共工事請負金額をみると、前年同月比で10月5．5％増のあと、11月は5．9％
滅となった。公共事業関係費支払額は前年同月比で10月2．4％減のあと、11月は1．2％減となって
いる。

雇用情勢をみると、労働力需給はなお緩和の状態にあり、改善の動きに足踏みがみられる。10
月の有効求人倍率は、有効求人数が減少し、有効求職者数が増加したため、0．餌倍と前月の水
準（0．67倍）を下回った。一方、常用雇用（調査産業計）は前月比で8月以降10月まで3か月連続積ば）
いとなった（10月の前年同月比0．6％増）。しかし、所定外労働時間（製造業）は前月比で9月1．1％増
のあと、10月は3．6％増となり、1年ぶりに前年の・水準を上回った。

10月の完全失業者数は122万人で、完全失業率（季節調整値）は、2．27％と前月より0．06ポイント
上昇した。

企業の動向について、前記「企業短期経済観測」（主要企業、製造業）でみると、56年度上期の経
常利益は、前期比で11．5％の減益となったが、下期は40．5％の大幅増益が見込まれている。ま
た、企業の業況判断は、引き続き慎重ながらもやや改善し、先行きにっいても改善が見込まれて
いる。なお、中堅・中小企業の経常利益を同調査（全国企業、製造業）でみると、中堅企業は前期
比で56年度上期13．5％の減益となったが、下期は5Z5％の増益が見込まれており、また、中小企
業では56年度上期0．4％の増益に転じたあと、下期も30．5％の増益が見込まれている。

企莱倒産の状況を銀行取引停止処分者件数でみると、1．0月は1，447件で前年同月比8．0％減と
なった。

ヽ
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4　物　価：物価の安定基調続く

卸売物価は、10月に0．1％の下落となったあと、11月も前句比で上旬0．1％の下落、中旬保合い
（中旬の前年同月比1．7％の上昇）となり、引き続き安定した動きを示している。これは、国内品が．
ほぼ保合いとなったことに加え、輸出入品も円高を主因に下落となったためである。

11月の商品市況は、減産等を背景として値上がりする品目もみられたが、海外相場安や円高か
ら全体としては下落を示した。品目別にみると、カセイソーダなどがメーカー値上げの浸透から、

米つが正角が輸入抑制等から阜昇したものの、天然ゴム、非鉄地金が海外相場安や円高から下
落している。

消費者物価は、落ち着いた動きを示して冒る。10月の全国指数は、前月上ヒで0．4％の上昇、前年
同月比では4．1％の上昇となった。11月の動きを東京都区部速報でみると、前月比で0．2％の上昇
となった。これは、生鮮果物、衣料が値下がりしたものの、水道料金が値上がりしたこと等によるも
のである。しかし、前年同月比では、3．9％と4か月連続して3％台の上昇となった。
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なお、生鮮食品を除く総合（季節調整値）では、水道料金改定を主因に前月比0．7％の上昇となっ
た。

5　財政金融：公社債市況は急速に回復

旦塵登の月中平均発行残高は、前年同月比で10月5．8％増のあと、11月は5．7％増となった。

11月の財政資金対民間収支は、交付金、国債利子の支払等から2兆7，981億円の散超（前年同
月は3兆6，819億円の散超となった。前年剛引；比べ散超幅が縮小したのは、資金運用部の揚超
幅が拡大したことなどによる。

11月の短期金融市場をみると、コール・レート（無条件物）は前月末の7．000％から、資金余剰傾
向を反映して着実に低下し、下旬には月末要因からやや戻したものの、6．8750％で越月した。

一方、手形レート（2か月物）は、年末の資金需要期を控えてやや上昇圧力もあったものの、月初の

7．2500～7．3750％から月中ほぼ横ばいで推移＿した。

現先市場（条件付売買市場）は、証券会社の支配玉増加に伴う自己現先売りが、増加したことに
加え、資金需要期を控え都銀の売りが増加したこと等により、レートは月中上昇傾向で推移した。

企業金範の動向をみると、資金繰りは総じてみれば落ち着いた動きとなっている。こうしたなか
で、設備資金需要は大企業では引き続き底固く、一部の中小企業でもやや動意がみられる。

マネーサプライ（M2十CD・現金通貨十預金通貨十定期性預金十譲渡性預金）の月中平均残高を前
年同月比でみると、9月10．1％増のあと、10月は10．8％増となった。

金融機関の貸出約定平均金利は、全国銀行では10月中0．004％低下し、月末には7．636％となっ

た。また、相互銀行では月中0．013％低下←、月末には8．207％、信用金庫では月中0・022％低下
し、月末には8．745％となった。

11月の公社債市場をみると、市況は円高、米国金利の低下傾向、金利先安感などから急速に
回復した。・しかし、下旬にはその反動から上げ一服となった。

11月の株式市場をみると、米国金利の低下傾向や、円高基調を背景に外人が買い越しに転じ
たものの、信用買い残高が高水準を続けたため、もみ合い商状で推移した。以上の結果、月末の
東証株価指数（45年1月4日＝100）は、554．45（前月末552．62）となった。

発行年リストへ　発行年月日．リストへ
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